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鉱業権者の義務

・危害の防止(5)
・鉱物資源の保護(6)
・施設の保全(7)
・鉱害の防止(8)

保安教育(10)

技術基準適合坑内品の使用(11)

施設の技術基準適合義務(12)

特定施設の使用前検査(14)

保安上重要な特定施設の定期検査(16)

集積場等の管理(17)

現況調査(18)

保安規程の設定(19)

保安規程の遵守(21)

保安委員会の設置(28)

保安統括者(22)

保安管理者(22)

作業監督者(26)

鉱山労働者

鉱山労働者の義務(9)

保安規程の遵守(21)

保安統括者等の指示の遵守(25)

危険回避措置(27)

鉱山労働者代表の選出(31)

鉱山労働者代表
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代理者(24)

代理者(24)

意見聴取(19)

委
員
29

協
力
・
勧
告
28

（保安に関する事項の統括管理）

（保安統括者の補佐）

協
力
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告
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鉱山保安法の体系

機械等の使用禁止(11)
現況調査の実施・記録保存(18-3)
保安規程の変更(20)
鉱業の停止(34)

特定施設の工事計画の変更、廃止(13)
保安統括者、保安管理者の解任(23)
作業監督者の解任(26[23])
施業案の変更(33)
鉱業の停止(35）
法令違反等に対する必要な措置(36)
侵掘に対する保安措置(37)
被害者救出のための措置(38)
鉱業権消滅後５年間は命令可能(39)

（制定：昭和２４年法律第７０号 最終改正：平成１６年法律第９４号）

第一条 この法律は鉱山労働者に対する危害を防止するとともに鉱害を防止
し、鉱物資源の合理的開発を図る ことを目的とする。

商務流通保安審議官

経済産業大臣

産業保安監督部長

中央鉱山保安
協議会(51)

地方鉱山保安
協議会(51)

勧告(58)

労働基準局長

勧
告
58

鉱務監督官 司法警察職員の職務(49)

厚生労働大臣

監督部長の代行(48)

鉱務監督官その他の職員による立入検査(47)

報告徴収(47)

保安規程(19)

命令

届出

緊急土地利用(44)

施業案中の保安に関する事項(33)

特定施設の工事計画(13)
特定施設の使用開始、廃止(15)
保安統括者・保安管理者の選任、解任(23)
保安統括者等の代理者の選任(24)
作業監督者の選任、解任(26)

命令

許可

監督

申告(50)

申告(50)

申告(50)

調査審議

鉱山労働者代表の選任(31)

災害状況等の報告(41)、保安図の提出(42)
法令違反等の事実

届出

調査審議


